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○地方税法 

（昭和二十五年七月三十一日） 

（法律第二百二十六号） 

（公示送達） 

第二十条の二 地方団体の長は、前条の規定により送達すべき書類について、

その送達を受けるべき者の住所、居所、事務所及び事業所が明らかでない場

合又は外国においてすべき送達につき困難な事情があると認められる場合に

は、その送達に代えて公示送達をすることができる。 

２ 公示送達は、送達すべき書類を特定するために必要な情報、その送達を受

けるべき者の氏名及び地方団体の長がその書類を保管し、いつでも送達を受

けるべき者に交付する旨（以下この項において「公示事項」という。）を総

務省令で定める方法により不特定多数の者が閲覧することができる状態に置

く措置をとるとともに、公示事項が記載された書面を地方団体の掲示場に掲

示し、又は公示事項を地方団体の事務所に設置した電子計算機の映像面に表

示したものの閲覧をすることができる状態に置く措置をとることによつてす

る。 

３ 前項の場合において、同項の規定による措置を開始した日から起算して七

日を経過したときは、書類の送達があつたものとみなす。 

（昭三四法一四九・追加、昭三八法八〇・令五法一・一部改正） 
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○宮古島市税条例 

平成17年10月１日 

条例第62号 

（公示送達） 

第18条 法第20条の２の規定による公示送達は、公示事項（同条第２項に規定

する公示事項をいう。以下この条において同じ。）を地方税法施行規則（昭

和29年総理府令第23号。以下「施行規則」という。）第１条の８第１項に規

定する方法により不特定多数の者が閲覧することができる状態に置く措置を

とるとともに、公示事項が記載された書面を宮古島市公告式条例（平成17年

宮古島市条例第３号）第２条に規定する掲示場に掲示し、又は公示事項を市

の事務所に設置した電子計算機の映像面に表示したものの閲覧をすることが

できる状態に置く措置をとることによってするものとする。 

（平27条例38・令７条例46・一部改正） 

 


